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情報技術 (IT) と経営組織
—再考「経営情報論」一
中辻卯一
I まえがき
拙著「経営情報システム論の展開」 (1990年）を出版した前後 (1980年代
半ばから）に「戦略的情報システム（Strategic Information System : 
SIS)」）を取りあげる状況が続き一種のプームとなった。 I)
ところがその後に「ネオダマ」の時代という表現が生まれきた。 2)これは
ネットワーク化，オープン化，ダウンサイジング化，そしてマルチメディ
ア化のそれぞれの頭文字をとったもので，機種やOS（オペレーティング・
システム）の違いを乗り越えて，互に接続を可能にするための社会のイン
フラストラクチャーになっている情報システム，通信システムが広く公開
され，自由に利用できるようになり（オープン化），これによって，通信回
線でさまざまなコンピュータを結ぶネットワーク化として機能できるよう
になった。ダウンサイジング化とは，コンピュータのハードウェアの小型
化とともに，一方でソフトウェアの性能の向上で，ューザー主体のシステ
1) C. Weisman, Strategic Information Systems, Richard, D. Irwin, 1985 
チャールズ・ワイズマン／土屋守章，辻新六訳「戦略的情報システム」 (1989, ダイ
ヤモンド社）
その他，島田達巳，海老沢栄一編「戦略的情報システム」 (1989, 日科技連）等多数
の著書，雑誌が出版された。
2)那野比古「『ネオダマ』の時代」 (1993,NTT出版）
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ムを構築しようとするものである。 EUC(End User Computing) として
取り扱うこともある。マルチメディア化とは，単に文字だけではなく，映
像，画像，音声などさまざまな索材を複合させて，新しい形の情報処理形
態を作ることである。 3)
そしてそれから CALS4)，インターネット， EC, リエンジニアリング5)
という言葉が頻繁に見られるようになってきた。だが，これらのブームは
1996年にはいって大きく変化を見せてくる。それはインターネットと同じ
仕組みを会社内に取り込もうとする動き，つまりインターネットの社内版
である「イントラネット」の登場である。
以上のうち特に EUC,ネットワーク化，イントラネットの進展がわれわ
れの研究分野に大きな影響を与えつつあることは無視できない問題であ
る。
情報システムの発展段階説を提示したノーラン (R.L. Nolan) 6)のDP
（データ・プロセッシング）時代から広範囲で高度な IT（情報技術）の
時代への飛躍の転換期がいままさに出現しつつあるとも考えられる。
3)平城敏夫「情報システムの再構築」(「MY-COMPLAZA」'93,No. 51) 
4)石黒憲彦，奥田耕士「CALS」(1995, 日刊工業新聞社）
築地達郎「CALSからECへ」 (1995, fl本経済新聞社）
花田光世，武藤佳恭，菊田昌弘「CALS産業革命」 (1995, ジャストシステム）
後藤明也「CALS構想」 (1995,生産性出版）
5) M. Hammer and J. Champy, Reengineering The Corporation, Linda Michaels 
Literary Agency, 1993 
M．ハマー ＆J．チャンピー／野中郁次郎「リエンジニアリング革命」 (1993, fl本経済
新聞社）
村山徹，程近智，アンダーセン コンサルティング「リエンジニアリング」 (1994,
東洋経済新報社）
6) R. L. Nolan, "Managing the Advanced Stage of Computer Technology", in F. 
W. McFarlan (eds), The Information System Research Challenge, Harvard 
Busines School Press, 1984 
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I 再考すべき問題点について
前記のごとく情報技術 (IT)の進展によって，「経営情報論」の考察に
どのような影響が生じ，それが従来の展開に関して何らかの再考すべき問
題点が生ずるのではないかと検討しようと考えるのが本稿の主旨であり，
以下2点についてテーマとして取りあげてみることとする。
(1) A. D．チャンドラー (chandler) は，「組織は戦略に従う」という命
題を導き出した。 7)ここではその表現と同じような型で，「情報技術は組織
に従う」と「組織は情報技術に従う」を対比して検討してみようと考える。
この問題については，すでに島田達巳の「情報技術と経営組織」 (1991,
日科技連）という立派なすぐれた研究がある。ただここではその研究につ
いて取りあげるのではなく，われわれとしては最近の情報技術 (IT)の
進展の状況との関連において，上記の対比の問題を検討したいと考えてい
る。島田の著書の非常に参考になる部分が多いが，若干考えの異なる部分
もあると考えている。
(2) かつて「OAの経営学的考察」 8)において論じた①「関連性と区分」，
②「オフィスの生産性向上」，③「-物二面観」，④「歌舞伎の黒子的性格」
についてが再考する問題である。
すなわち①経営（マネジメント）機能，業務（ロジスティック）機能の
両者それぞれと，情報機能あるいは情報技術機能との関連性を認識すべき
必要性は十分考慮しながらも，機能，領域の区分を行うべきである，と考
えるか，②情報あるいは情報技術は本源的に目的に対する手段であって目
的ではなく，企業の目的を効果的に達成するための管理や意思決定活動の
媒体として間接的に貢献しているにすぎないのであり，オフィスの生産性
7) Chandler, A. D, Jr., Strategy and Structure, The MIT Press, 1962 
三菱経済研究所訳「経営戦略と組織」 (1967,実業の日本社）
8)拙著「経営情報システム論の展開」 (1990,関西大学出版部） P.102-P.129
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向上は，むしろ管理，意思決定の効率性向上として認識する必要があるの
ではないかどうか，③管理機能あるいは意思決定機能が情報機能と一物二
面観をなしている，情報機能はマネジメントにとって二面性の一面を形成
する極めて重要な側面である，という認識は非常に重要であり，その両者
の関連を再考すべきであるかどうか，④情報機能，情報技術機能を「歌舞
伎の黒子」的性格と考えてきたが，現段階においてもそれは変わらないか
等，以上の点を考慮しながら，「経営組織」と「情報技術」の関連を考察し
てみたい。
II 情報技術 (IT)の発展
→寺にイントラネットについて
(1) 情報技術の発展を技術面ではなく，経営学の問題として考える必要
性について
ここ数年の間に情報技術に関する種々のものが，色々の名称のもとに登
場した。しかもそれらを利用することによって効果的な， しかも革命的な
変化をもたらすような解説書，紹介書が出版された。
コンピュータの初期の段階においても，企業に導入すれば種々の解決策
を見出すように考えられたが，その後真に効果的に活用できるようになる
までには相当の年月を必要とした。しかも経営組織に対するインパクトは
結果的には（変化するという推論は種々発表されたが）ほとんど生ずるこ
とはなかった。
今回の情報技術（コンピュータと通信技術を核とした情報ネットワーク
技術）は，技術的にはすばらしい目をみはるものである。しかし情報技術
を機能させるためには，汎用コンピュータの導入の時と異なり（勿論その
当時においても今まで存在しなかったシステム設計，ソフトの開発等種々
の新しい問題が発生したが），組織の大幅な変革が関連し，さらに管理上の
種々改変すべき問題とセットにならなければ効果が現われない技術（ツー
ル）である。勿論それらの改革についても論ぜられているが，非常に簡単
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に達成され得るような論述が多い。
それ故，現実に実施可能な状況， しかも効果の発揮できる状況に進める
ためには，経営管理論，経営組織論の問題として（単なる啓蒙的，解説的
説明ではなく）取り扱う必要がある。すなわち乗り越えねばならぬ必要条
件，十分条件の認識である。
(2) CALS 
1985年に米国防総省において，軍隊のロジスティック（後方支援活動）
をコンピュータにより効率化することを目的として始まった。それはアク
ジイジション（資材調達）から．ライフサイクル（製品が新規企画され，
設計，製造され，メイテナンスされ，設計変更され，廃棄されるまでの“—
生＂）全体に，さらに一般商取引帳票までと極めて当然の流れとして拡大し
ていった。名称も最初のComputer-AidedLogistic Support（コンピュー
タによる兵たん業務の支援）から最近のCommerceAt Light Speed（光
速の商取引）と変ってきたが，「あらゆる情報（画像， CADデータ，音声
などマルチメディア情報）をデジタル化し，それをネットワークで瞬時に
交換すると同時に，データベースで統合管理する」という思想である。 9)
CALSにより実現される効果は，（a）情報交換の効率化と，（b）情報の共有
化の二つにまとめることができる。それらをうまく活用することにより，
業務の進め方，企業間関係が一変する。
「たとえば他工程，他社の進捗状況を見ながら同時並行的に自作業を進
める『情報の共有化』を徹底することにより，『全体作業量・時間の削減』，
『後工程の設計変更への影響の排除』，『工程，企業を越えたアイデアや協
9) ダイヤモンド・ハーバード・ピジネス編集部編「高収益企業の情報リテラーシー」
(1995, ダイヤモンド社）
末松千尋「CALS,新産業革命呼ぶ」 (1995.7.19, 日本経済新聞）
CALS推進協議会， 日刊工業新聞社編「図解よくわかる CALS」(1995, 日刊工業新
聞社）
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調作業の実現』，『市場情報の反映』など著しい効率化，高付加価値化を達
成することが可能となる。製造業ではこれに“コンカレント・エンジニア
リング”をはじめとして多くの用語が冠せられている。また流通業ではQ
R (Quick Response)，製販同盟などと呼ばれているが，その概念はどれ
も同じく，部門間，企業間でデータを共有しながら，同時並行的に協調作
業を進めるという形態である。」 10)
しかし末松千尋は「日本の現状の組織風土が情報システム・ネットワー
クに全く対応できない側面が大きい。」「『標準化』と『BPR』という大きな
変化が不可欠である。」 11)と指摘するが，障害となる日本組織の現状を徹底
的に変革するという大胆な発想転換はなかなか期待できないと考える。こ
の問題はその他の新しい情報技術の採用，活用にあたっても大きな壁とし
て横たわっている。
(3) 「イントラネット」
インターネットの技術を使って構築した企業情報システムのことであ
り，特に，情報検索システムの WWW（ワー ルド ワイド ウェプ）とプ
ラウザ ソフトの技術を組み合わせた情報共有型のシステムを指すことが
多い。 12)
田坂広志はイントラネットの本質を理解するために，次のような五つの
公式を使って表現している。 13)
①「ハードウェア公式」
イントラネット＝インターネット＋ローカル・エリア・ネットワーク
10)末松千尋「CALSを理解するためのフレームワーク」（前掲． 1995,「高収益企業
の情報リテラシー」） P.6
11)末松千尋 前掲論文 (1995，日本経済新聞）
12)「破壊か．創造か，イントラネット現る」（日経情報ストラテジー， 1996年5月
号） P.83
13)田坂広志「イントラネット経営」 (1996,生産性出版） P.31-P.37
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企業内の LANをインターネットに接続したものであるという物理的イ
メージを示している。
②「ネットワーク公式」
イントラネット＝グローバルネットワーク＋企業内情報ネットワーク
重要なことは，社内と社外で情報を共有することが容易になる点と，社
外に対する情報発信と社外から情報受信が容易になる点である。しかし，
こうしたメリットの一方，イントラネットは，ファイルウォールなどのセ
キュリティ対策を施さないと機密情報の漏洩やハッカーの浸入などを許し
てしまうというリスクが生まれる。
③「ソフトウェア公式」
イントラネット＝WWWプラウザ＋データベース＋グループウェア
(i)ワールドワイドウェプ (WWW:World Wide Web)を閲魔するた
めのWWWプラウザ，（i)企業の情報を全社員が共有するためのデータ
ベース，（ii)全社員の協働（コラポレーション）を支援するグループウェ
ア，という三つの社内システムである。
④「システム公式」
イントラネット＝情報受発信システム＋情報共有システム＋協働作業シ
ステム
この第四の公式が重要で，単にハードウェアやソフトウェアだけを意味
しているのではなく，ビジネスプロセスや企業文化を含んでいるもので，
その革新と変革を必要とするものであり，後述するようにこれらの達成が，
わが国の企業におけるイントラネットの成功の鍵をにぎっている。
この公式は次の第五の公式を深く示唆しているものである。
⑤「企業能力公式」
イントラネット＝R敏感に環境を感受する能力＋R迅速に意思を決定す
る能力十◎柔軟に組織を変容する能力
「R景気の変動，消費者のニーズの変化，競争他社の動向など，様々な
経営環境の変化を敏感に感じとる能力。単なる情報収集能力ではなく，“企
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業の感性＂と呼ばれる能力。
R企業内での情報伝達，情報共有，合意形成，意思決定を迅速に行う能
力。
◎企業内での専門組織，プロジェクト組織，管理組織などを柔軟に変化
させる能力。“バーチャル・コーポレーション（仮想企業体）”を創造し，
運営する能力は，まさにこうした能力に立脚している。」 14)
①，②，③はほとんど技術的範囲のもので，新しい情報技術（イントラ
ネット）の導入はどの企業においても経済的に可能な場合には実現可能で
あるが，③のグループウェア，④の協働システムは，特に後者は大きくマ
ネジメントの問題であり，いわんやまして⑤については，「イントラネット」
が技術的に企業内によしんば実現しても，相当の経営改革の努力，進展が
なければ発現できないものである。
それ故，イントラネットの効果を考察する場合，それが導入された初期
の（むしろ技術面を中心とした）効果とそれが普及した後に可能性をもっ
て現われるマネジメント的，長期的効果を分けて考えるべきであり，後者
については先端的企業の事例もあげられつつあるが， まだ極く少数の企業
であり，大部分の企業での効果が実現すると予測することは現時点では非
常に保守的である。
情報技術（イントラネット）が組織に対してもつ技術的側面による効果
について，桑田耕太郎は以下のように述べる。 15)
「第 1に，その時間と空間を短縮する能力，第 2に柔軟性を向上する能
カ，第 3に組織知識を増大させ，その利用可能性を高める能力に依存して
いる。
情報技術の第 1の特徴は，通信速度と範囲の飛躍的向上にある。情報伝
達の即時性が高くなるだけでなく，共通のプロトコルが利用できる範囲で，
14)田坂広志「イントラネット経営」 (1996,生産性出版） P.29-P.30
15)桑田耕太郎「情報技術と組織デザイン」（組織科学Vol.29No.1, 1995) P.67 
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誰でもどこからでも接続可能になる。このことは新しい情報技術が，組織
における空間的・時間的制約を減少させる能力をもつことを意味する。
最近の情報技術がもつ通信性能の面での第2の特徴は，その高度の志向
性と，非同期性である。たとえば電子メールは，従来の電話と違い，多数
の人々にメッセージを同時に伝えることができるが，一方でマスメディア
と異なり，多数の受け手の中で特定の個人または集団に特定のメッセージ
を伝えることができる。その意味で，伝達できる範囲の広さと特定の志向
性とを同時に実現できる。
またコミュニケーションにおける非同期性とは，メッセージの送り手と
受け手が，同じ時間を共有する必要がないことを意味する。
．．．．．．．．．（中略）．．．．．．．．．
情報技術の第 3の特徴は，大きなデータベースと高度なネットワークに
よって，人々が利用可能な知識，情報が飛躍的に増大することである。組
織のメンバーは，いつどこにいても，組織や環境の状態に関わる情報や，
ある程度の専門知識を利用することができる。」
以上のような新しい情報技術の導入，普及が実施された後のその有効な
活用をもたらすためのマネジメント（組織構造，経営管理）の変革の必要
性がわれわれの重大な関心事となるが，その必要かつ十分条件として提示
されうるものが，実現性を帯ぴるにはそこに相当の厚い壁が横たわってい
ると考えられる。
IV 情報技術が経営活動で真に効果を発揮するためには
情報技術によって経営組織がその有効性を一層高めるには，意図的な組
織の変革への努力が必要であって，受け身的に享受できるものではない。
変化する競争環境では，情報技術は必要条件であっても十分条件ではな
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い。他社よりも大きな効果を上げるには経営のあり方が問われる。
マネジメントにとって大きな挑戦は，グローバルな競争環境において繁
栄するに必要な（情報技術を有効に使える）組織への変革を通じて組織を
リードすることである。 16)
日本DEC I /T研究会によれば， 17)企業情報を特定の個人や部門が独
占することを廃し，各個人・各部門間で自由な情報のやりとりが行なえる
環境をつくりあげること，組織内の「壁」を排除して企業活動にかかわる
あらゆる要索を有機的にリンクさせ，企業組織を「統合 (Integration)」さ
せる。
進歩を続ける I/Tを背景にして，個々の社員が「組織の歯車」ではな
く，ネットワークの有効な「ノード (node)」としての役割を遂行する。「ノ
ード」はネットワークの結ぴ目であり，あらゆる方向からの情報を人手し，
それを自らの積極的な意志によって創造的にまとめあげ，組織内部のあら
ゆる部門に影響を与えることが可能である。
人は労働のプロセスと成果の両方と「対話」するように仕事をすること
によって，知識やビジョンを自らのものにしていくが，それがまた，他の
人びとの知識やビジョンも同時につくりだす「複合的対話」となる。
「こうした『複合的対話』による作業の展開は，一人の人が他の人によ
っての一種の『リソース（情報資源）・センター』とでもいうべき存在にな
る可能性をもっている。同じ企業内で活動する他の人間は，従来のように
自分の『縄張り』に侵人しようとする排除すべき競争相手ではなくなり，
むしろ自分の仕事に貴重な知識とビジョンを与えてくれる『リソース・セ
ンター』として機能していく。このような転換は，企業組織が『統合』的
組織へと突き進んでいくその第一歩である。」
このような組織内の一人ひとりの結ぴつきの変化により，（1）情報交換の
16)森田道也「情報技術の効果と経営構造」（組織科学Vol.29N o.1, 1995) P. 4 -
17) 日本DEC I /T研究会「 ITが企業を変える」 (1991,TBSプリタニカ）P.14,
P.24, P.108, P.110 
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効率化と，（2）情報の共有化が進み，それらをうまく活用することにより，
業務の進め方，企業間関係を変革していく。たとえば他工程，他社の進捗
状況を見ながら同時並行的に自作業を進めるなど著しい効率化を達成する
ことが可能となる。 18)そのためにはリエンジニアリング（組織再設計）が必
要である。 19)
V 成功を阻止する要因，問題点
わが国における情報ネットワークの導入が，先端事例が若干紹介されて
いる以外にはまだ期待通りの成果をあげていない状況にあると考えられ
る。
加護野忠男は20),「情報ネットワークの導入がどの程度の成果を生み出す
かは，情報ネットワークをどう設計するかではなく，それを有効に利用す
る組織システムを構築できるかどうかに依存している。」として，情報の収
集と伝達（この点はかなり役割を演ずる）だけではなく．人間系・社会系
システムのより大きな重み，情報からの意味の発見，情報と知識，経験の
融合による判断（この主役は人間や組織），それを具体的な経済行為につな
げることである。
企業内外の社会システムは，最近の情報技術の発達によって大きな影響
を受けつつあるが，それによって自動的に成果をもたらすと考えることは
誤りである。
「情報ネットワークと社会システムが，事業を通じて顧客にどのような
価値を提供するか，そのためにどのように仕事を進めるべきかという事業
コンセプト（設計思想）をもとにつくられることの確認」が必要であり，
18)ダイヤモンド・ハーパード・ピジネス編集部編 前掲書P.6
19)松島克守「 IT 情報技術とリエンジニアリング」 (1994, 日本能率協会マネジメ
ントセンター）
20)加護野忠男「企業情報化，『人間系』に成否」（日本経済新聞1996.8.21)
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「コンセプトを実現するためには，人の気持ちを理解する必要がある。そ
れを活用する意欲と機会がなければ価値は生まない。」 21)
末松千尋は，「日本における情報システム活用の基本的レベルの低さとそ
の障害の大きさは，残念ながら絶望的といっていい状況にある。
高額な通信コスト，社会の効率化→人材の流動化に対する合意の未形成，
未熟な法的整備，縦割り行政の矛盾など，社会的な問題はよく指摘される
とおりである。しかしそれ以上に， H本の現状の組織風土が情報システム・
ネットワークに全く対応できないという側面が大きい。」 「日本は，シス
テムの概念が浸透していない，世界的に見てもまれな組織である。システ
ムに対する拒絶感が先立ち，標準化は企業間どころか企業内でさえ受け入
れられないことが多く，それでば情報システムは機能すべくもない。」 22)と
?、 ? ???
以上のような問題点を十分に認識し，それらの改革に取り組むことがで
きるのは，「経営システムはどうあるべきかについてシステムを見通した非
常に高い洞察力と青写頁をもったトップとそのクローン的スタッフがいる
こと，そのトップが自らリーダシップと責任に碁づいで情報化を推進し，
導入を率先すること，そのことで具体的な成功を収めることで組織に『こ
れでいいのだ』という自身と確信を持たせることである。」 23)
さらに重要なことは，企業パラダイム，組織風土が改革されたとしても
なお情報ネットワーク・システムを取り扱う人間の能力の問題がある。
森田道也は，「現在の情報技術の水準からいえば，それらの効果を引き出
すには，情報をどう加工し，どう読み取るか， どんな情報を適時に誰とや
りとりするか， どう利用するか，そしてどのような意思決定を下すか， と．． 
いった一連の情報処理を司る人間の力，あるいは人間の情報資産とコミュ
ニケーション資産を経由しなければならない。その情報処理プロセスは，
21)加護野忠男「企業情報化，『人間系』に成否」（日本経済新聞1996.8.21)
22)未松千衿「CALS, 新産業革命叫ぷ」 (H本経済新聞1995.7.19)
23)森田道也 前掲論文（組織科学） P.16
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その人間の思考を含めた行動パターンに内存する。さらに重要なことは，
そのような行動パターンは組織の個々の人間によって異なるということで
ある（傍点引用者）。」 24)という。
社員一人ひとりが質の高い情報（顧客情報など）を入力するか。ノルマ
で情報入力を強制して「ごみ情報」が集まるだけになり，社員は情報を見
なくなり，システムを使わなくならないか，良い情報の提供に対する評価，
現場でのシステム化の評価の制度が存在するか。 25)
ネットワークが完成したとしても，肝心の人間はそれにみあった積極的
な労働意欲を発揮するだろうか，人々に求められる能力と保有能力とのミ
スマッチも生ずる。責任と権限がいままで以上に与えられるとして，能力，
責任感，意欲が各個人において醸成されるだろうか。 26)
従来の汎用コンピュータ中心時代は，特定の専門的関連者中心の運用で，
そこに配属されるのは，その特殊な仕事に一応適応可能性の高いとみなさ
れる人々であった。若し不適応な人であればコンピュータに関連のない部
所に配置がえもできた。
しかし最近の変化はパソコン中心のネットワークの出現で，元来はシス
テムのプロでない者が，自分の職務の遂行のために，また遂行以上にパソ
コンの利用，活用を条件として求められる。自分一人のためではなく，組
織全体のために（「みんなで一つの仕事を，一人がみんなの仕事を」という
コンセプト）2”情報処理を必ず行なう必要がある。その活用の能力はしかも
個々の人間によって異なる。能力の如何によって職務を変えることができ
ない。活用能力の十分でない人をも組織全体の生産性のために，マイナス
の要因となるのではなく，プラスの要因にすることができるか。イントラ
24)森田道也 前掲論文（組織科学） P.6
25)「情報活用 失敗の法則」（日経情報ストラテジー， 1996年6月号）P.90-P.109
「電子ノート 7つの誤解」（日経情報ストラテジー， 1996年9月号） P.172-P.177 
26)島田達巳前掲書P.214-P.219 
27) 日本DEC I /T 前掲書P.108
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ネットの成否の重大な鍵はここにあると考える。
VI おわりに 寸足起した問題点について
以上種々検討してきた点をふまえて，最初に示した問題点について一応
の答を示さなければならない。
①「情報技術は組織に従う」と「組織が情報技術に従う」として対比し
て考える点について。
島田達巳は，情報システム開発と組織化の相互関係を 4タイプに整理し
て示し，「今後は，情報技術の高度化によって，長期的には情報技術と組織
の相互浸透がますます深まっていくものとみられ」，あるステージでは前者
が独立変数，後者が従属変数，つぎのステージでは逆になるという具合に，
「両者はスパイラルな関係になってダイナミックに発展していくとみられ
る。」
「そして，将来，情報技術と組織の相互浸透が深まり，両者が一体化し
ていくと，組織再編成案を作るときには，情報技術の考慮なくしては作れ
なくなるとともに，逆に情報システムの開発を行なうときには組織再編成
を考慮しなければならなくなっていくとみられる。」 28)
また，かつてOA理論研究部会から報告されたOAアプローチ，組織ア
プローチ，双方向，統合アプローチについて取りあげたことがあった。 29)
われわれの見解は，従来の汎用コンピュータ中心時代をはじめ， OA,
さらにSISとよばれた時期までは，経営管理，経営諸活動に対するツール
（道具）としての技術，情報処理技術は，あくまで従属的であると考えて
きた。しかし，今回取り上げた情報技術の発展の場合は，従来のものより
経営組織，経営活動に対する影響は大きく，「組織は情報技術に従う」とい
28)島田達巳前掲書P.25-P.30
29)拙著前掲書P.122
OA理論研究部会（オフィスオートメーション Vol.3,Vol.4) 
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うよりも，組織は新しい情報技術をうまく活用することに主体的，能動的
にならなければならないと考える。そのためには情報技術の有効な活用効
果を生みだす前提としてのパラダイムの変革，組織改革，従業員の情報リ
テラシー教育，訓練を前向きに取り組むことが必要不可欠である。........... 
組織は情報技術に自動的に従うのではなく，あくまで経営主体の意志に
もとづいて，情報技術を活用できる場，環境作りを行うことが重要である。
「情報技術」が川の向こう岸で進んでいるとき，こちら側から橋をかけ
ようと，舟を出そうと，その方法は問題ではなく，川の向こうの新しい技
術を積極的に取り入れて，それを本当に活用できるようなこちら側の受け
入れ体制を整えることの重要性をまず認識することが肝要である。
②以上の新たな検討を通じて。
前記の「関連性と区分」，「オフィスの生産性向上」，「一物二面観」，「歌
舞伎の黒子的性格」について再考すべきかどうかについては，基本的にそ
の考え方の変更を考慮する必要性はない，と考える。
その機能，領域の一応の区分は存在し，認識すべきであり，情報や情報
技術が目的ではなく，手段であり，媒体として間接的であり，二面性の一
面であり，歌舞伎の黒子的性格であることに変わりはないが， しかし「経
営情報論」は「経営管理論」の研究の進化があってこそであり，重点の置
き方は当然異なると考えるが，管理や意思決定の有効性向上の認識からス
タートして，その上で「経営情報論」の自立性を確立して成功させること
ができると考える。
いままでよりも「関連性」をより重視し，「区分」の意識は持ち続ける。
その結果，場合によれば，「区分」の意識よりも，「重点の置き方」，「焦点
の置き方」に差異が生ずる程度になるかと考える。
オフィスの生産性の向上は，情報が間接的貢献であることを自覚する必
要性を襄失することなく，管理・意思決定の有効性向上として認識すべき
であると考える状況になってきた。
（平成8年度 学部共同研究補助会による研究である。）
